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第 ３ 号 

   専決処分の報告及び承認について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決処分した事

件について、同条第３項の規定により次のとおり報告し、承認を求める。 

  令和６年４月２３日提出 

                          熊本県知事 木 村 敬 

専第 ５８ 号 

熊本県税条例等の一部を改正する条例の制定について 

 熊本県税条例等の一部を改正する条例を次のように制定することとする。 

  令和６年３月３１日専決 

                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

熊本県税条例等の一部を改正する条例 

 （熊本県税条例の一部改正） 

第１条 熊本県税条例（昭和２９年熊本県条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第６条第２項中「個人の事業税、不動産取得税及び自動車税の種別割（法第１４５条

第２号に規定する種別割をいう。以下「種別割」という。）に係る」を「県税その他の」

に、「地方自治法施行令第１５８条の２第１項」を「地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２４３条の２第１項」に改める。 

第２６条第５項中「（昭和２２年法律第６７号）」を削る。 

第１００条の３第２項第１号エ(ア)ｂ中「窒素酸化物の４分の１」を「窒素酸化物の

値の４分の１」に改め、同項第２号イ(ア)中「該当すること」を「該当すること。」に

改める。 

附則第６条の７及び第７条中「令和６年３月３１日」を「令和８年３月３１日」に改

める。 

附則第７条の３及び第８条の４第１項中「令和６年３月３１日」を「令和９年３月３

１日」に改める。 

附則第９条第２項第４号中「第第５条の２第３項」を「第５条の２第３項」に改める。 

附則第１３条の２第１項中「第９条第６項」を「第９条第７項」に、「令和６年３月

３１日」を「令和１１年３月３１日」に改める。 

附則第１３条の２第２項及び第１３条の３第１項中「令和６年３月３１日」を「令和

１１年３月３１日」に改める。 

（アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の種別割の賦課徴

収の特例に関する条例の一部改正） 

第２条 アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自動車税の種別割の賦
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課徴収の特例に関する条例（昭和２７年熊本県条例第５０号）の一部を次のように改正

する。 

第１条中「熊本県条例第２８号」の次に「。以下「県税条例」という。」を加える。 

第３条中「証紙徴収」を「普通徴収又は証紙徴収」に改め、同項の次に次の５項を加

える。 

２ 前項の規定により種別割を証紙徴収の方法によって徴収しようとする場合には、納

税者に県が発行する規則に定める証紙をもって払い込ませるものとする。この場合に

おいては、県が規則で定める証書に、県税条例第１００条の６第１項の規定により知 

事が指定した熊本県税証紙代金収納計器（以下この条において「収納計器」という。） 

により当該種別割に相当する金額の収納印（県税条例第１００条の６第１項に規定す

る収納印をいう。以下この条において同じ。）の表示を受けさせることにより、証紙

に代えることができる。 

３ 新規登録の申請があったアメリカ合衆国軍隊の構成員等、契約者又は軍人用販売機

関等の所有に係る自動車について県税条例第１０４条第１項の規定により課する種別

割の徴収については、賦課期日後翌年２月末日までの間に納税義務が発生した場合に

限り、第１項の規定にかかわらず、証紙徴収の方法によって徴収する。 

４ 前項の規定により種別割を証紙徴収の方法によって徴収しようとする場合には、納

税者が新規登録の申請をしたときに、納税者に第２項に規定する証紙をもって払い込

ませるものとする。この場合においては、県税条例第１０６条の規定により提出する

申告書又は報告書に収納計器により当該種別割に相当する金額の収納印の表示を受け

させることにより、証紙に代えることができる。 

５ 第２項及び前項の規定にかかわらず、知事がやむを得ないと認めた場合は、当該種

別割額に相当する現金を納付させた後、納税済印（県税条例第１００条の６第１項に

規定する納税済印をいう。）の押印を受ける方法により払い込ませることができる。 

６ 収納計器の取扱いについては、県税条例第１００条の６第２項から第４項までの規

定を準用する。 

  第４条第１項を削り、同条第２項中「前項」を「前条第２項又は第４項」に改め、同

項を同条第１項とし、同条第３項中「種別割の納税義務者」を「証紙をもって種別割を

払い込む納税者」に改め、同項を同条第２項とする。 

（熊本県税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 熊本県税条例の一部を改正する条例（令和５年熊本県条例第２２号）の一部を次

のように改正する。 

第２条のうち、附則第８条の１０第１項の改正規定中「又は第４項まで」を「から第

４項まで」に改める。 
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附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第３条の規定は公布の日から

施行する。 

２ 地方自治法施行令等の一部を改正する政令（令和６年政令第１２号）附則第２条第１

項の規定により、従前の例により、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の 

前日において現に従前の公金事務（同項に規定する従前の公金事務をいう。以下同じ。）

を行わせている者に、施行日以後に従前の公金事務を行わせる場合における徴収金の納

付については、第１条の規定による改正後の熊本県税条例第６条第２項の規定にかかわ

らず、なお従前の例による。 


